平成３０年度　土木事業（箇所付）の概要
土木政策関係事業の概要（土木政策課）

○地域の安全・安心推進事業費　　　　　　　１２箇所　　１，６００，０００千円

土木部が所管する公共施設について、住民からの要望に迅速かつ柔軟に対応し、県民生活の安全性の確保、利便性及び快適性の向上を図ることを目的として、各事務所の裁量により維持、修繕工事と小規模な施設整備を実施する。
河川関係事業の概要（河川課）
〇ダム建設事業費 　　　　　　　　　　　　　　２箇所　  　　２１５，７００千円
  　和食ダム建設事業においては、ダム本体工事を行い、春遠ダムでは、地質等調査
や本体設計等を行う。

〇ダム改良費 　　　　　　　　　　　　　　　　５箇所    　　２１９，１９３千円
  永瀬ダム堰堤改良事業においては、付属設備の整備等を行い、鏡ダム堰堤改良事
業では、ダム管理用制御処理設備の整備を行い、鏡ダム貯水池保全事業では、貯砂
ダムの改良を行い、坂本ダム総合流域防災事業では、情報収集処理設備の整備を行
う。

〇生活貯水池ダム管理費　 　　　　　　　　　　２箇所    　　　３７，４７６千円
  鎌井谷ダム及び以布利川ダムにおいて、ダム本体・関連構造物の耐震照査を行う。

〇河川改修費　　 　　　　　　　　　　　 １２２箇所　　１，１１７，４７０千円

　　佐喜浜川外において、県単独事業として河川改修及び維持・修繕を行う。

〇河川改修費(受託) 　　　　　　　　       　１箇所　　　　　７３，５００千円

　　下ノ加江川において、河川改修を行う。

〇河川調査費　　　　　　　　　　　　　　　　２箇所 　　　 　６５，３６８千円

　　県管理河川の河川整備基本方針及び河川整備計画策定の調査等を実施する。

○社会資本整備総合交付金事業費　　　　　　　１箇所　  　　１４３，９５５千円

　　従来の自然環境が阻害されている奈半利川において、自然環境の保全・復元を行う。

○床上浸水対策特別緊急事業費　　　　　　　　２箇所  　１，４１９，６００千円

　　日下川外において、洪水被害の軽減を図るため河川改修事業を行う。

〇広域河川改修事業費　　　　　　　　　　　１１箇所  　  　４４９，４００千円

　　波介川外において、広域河川改修事業として河川改修を行う。

〇地震高潮対策河川事業費　　　　　　　　　　７箇所  　  　４６５，１５０千円

　　南海地震に備え、国分川外において堤防の液状化対策を行う。

〇特定構造物改築事業費　　　　　　　　　　１０箇所  　  　５４９，１５０千円

　　香宗川放水路防潮水門外において、施設の長寿命化を図るため、修繕工事を行う。

○総合流域防災事業費　　　　　　　 　　　　 ５箇所  　    　８６，１００千円

　　久礼川外において、総合流域防災事業として河川改修を行う。

○防災・安全交付金事業費(受託)　　　　　　　３箇所       　 ６３，０００千円

　　舟入川外において、河川改修を行う。

砂防関係事業の概要（防災砂防課）
○通常砂防事業費　　　　　　　　　　     ２５箇所　　　　 ６７７，２５０千円
    流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守ることを主たる目的に、砂防えん堤や床固工群等の砂防設備の整備を行う。
○地すべり対策事業費　　　　　　　　   　１１箇所　　　　　７５，６００千円
　  人家、公共建物、河川、道路等の公共施設その他のものに対する地すべり等による被害を除却し又は軽減し、国土の保全と民生の安定に資することを目的に、排水施設、擁壁その他の地すべり防止施設等の整備を行う。
○急傾斜地崩壊対策事業費　　　　　　   　６６箇所　　　　８８７，０８７千円
　    急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命を保護し、もって民生の安定と国土の保全とに資することを目的に、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設の整備を行う。
○砂防等基礎調査費　　　　　　　　　   　１６箇所　　　　４３７，８９１千円
    土砂災害防止法（略称）による基本方針に基づき、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定その他土砂災害防止対策のための調査が必要な区域において、急傾斜地の崩壊、土石流、地すべりのおそれがある土地に関する地形、地質、降水等の状況及び土砂災害のおそれがある土地の利用の状況その他の事項に関する調査を行う。
○総合流域防災事業費　　　　 　　    　　計８箇所　  　　　８７，１５０千円
・砂防設備等緊急改築事業費
　　　　　　　 ５箇所　　　　　５２，５００千円

既設の砂防設備及び地すべり防止施設（以下「砂防設備等」という。）につ

いて、緊急改築を行うことで既存の砂防設備等を有効活用することにより、地域における安全の向上を図ることを目的に実施する。

・砂防総合流域防災事業費（情報基盤整備事業）　１箇所  　　６，８２５千円

・急傾斜地総合流域防災事業費（情報基盤整備事業）

１箇所      ６，８２５千円

　　土砂災害からかけがえのない人命、財産を守るため、市町村の行う避難勧

告や住民の早期警戒避難を支援することを目的とした土砂災害警戒情報を適時適切に発表するため、土砂災害監視システムの改修を行う。

・砂防設備等長寿命化計画策定事業費　　　  　 １箇所　     ２１,０００千円

　　保全対象を守る観点から既存の砂防関係施設の健全度等を把握し、長期にわたり
その機能を維持・確保することを目的として、修繕、改築等の対策を的確に実施す
るための長寿命化計画を策定する。

○砂防調査費　　　　 　    　　　 　　       　６箇所  　　　３，２００千円
国庫補助事業新規要望のために必要な調査及び計画策定、また、地すべり移動観測調査を行う。

○砂防単独事業費　　　　　　　　　　         ３５箇所　  ３１４，７７４千円

　　国庫補助事業の採択基準を満たさない小規模な土砂災害危険個所等を中心に、砂防関係施設の整備を行う。
○河川等災害関連事業費　　　　　　　         　１箇所　  ３１２，５００千円

　　災害箇所の原形復旧のみではその効果が限定される箇所において、被災箇所あるいは未災箇所を含む一連の施設について、一定計画のもと災害復旧事業に改良費を加えて復旧することにより、再度災害を防止する。
道路関係事業の概要（道路課）
○道路改築費                          　　     ２箇所 　　３２８，６５０千円

地域高規格道路を整備する事業であり、バイパス等の建設を行う。

○社会資本整備総合交付金事業費            １４箇所　　３，３７６，７７０千円

国直轄事業などの他事業と密接に関連して実施する事業や大規模構造物の整備を伴う事業で、バイパスや現道拡幅等の建設を行う。

○ 防災・安全交付金事業費             ３３８箇所　　１４，８８１，０７４千円

県民の命と暮らしを守るインフラの再構築や生活空間の安全確保・質の向上に資する事業で、道路改良、道路防災、橋梁耐震、道路修繕、交通安全対策等の道路整備を行う。

○道路改良費                            １７９箇所　　４，０２８，９４１千円

　　小規模であるが、地域の課題に対し、早急に整備を行う必要がある箇所において、道路の整備や落石危険箇所の対策、交通安全施設の整備や舗装修繕等を行う。

都市計画関係事業の概要（都市計画課）
○都市計画基礎調査費

・都市計画基礎調査費　                         ５箇所     ３０，７０５千円
都市計画の策定要素となる人口、土地利用、建物、都市施設等の現況や将来を見通し、及び都市交通等について調査を行い分析することにより、真に求められる都市構造の実現を目指す。
・南海トラフ地震対策費　                      　１箇所    　３，５９７千円
　　　南海トラフ地震等の大規模災害発生後、迅速な都市の復興を図るため、「高知県震災復興都市計画指針」に基づく訓練を実施することで、都市の復興体制の強化等、都市の防災対策を推進する。
○都市計画街路事業費
　・社会資本総合整備事業費　　　　　　         　５箇所　６８６，８８１千円

　　　安全安心な歩行者自転車利用空間の確保や都市内交通の円滑化を図るため、都市計画において決定された道路（都市計画道路）の改築や調査を実施する。

○都市計画街路単独事業費

　・都市内道路ネットワーク事業費　     　    　１０箇所　８３３，６８７千円

　　　市街地での安全で快適な歩行者自転車利用空間の確保や、自転車交通の円滑化による環境負荷の少ない都市づくりを推進するため、都市計画道路の整備を行う。

都市公園関係事業の概要（公園下水道課）
　
○都市公園単独事業費　　　　　　　　　        　３箇所  　１５１，４８６千円

都市公園施設の有効で効果的な活用を図るため、施設の維持修繕や長寿命化を実施する。

〇都市公園事業費　　　　　　　　　　　        　９箇所　 ４２２，５５５千円
都市公園利用者の利便性の向上や、観光・地域振興、被災時の避難地としての活用等に寄与するための施設整備を実施する。

住宅関係事業の概要（住宅課）
○住戸改善推進事業費
・全面的改善事業　　　　　　　　　　　　　　　２箇所　　３００，４５４千円
　　　宇治団地外１団地において、内装・設備類の全面更新、エレベーターの新設、鉄骨造外部廊下・階段の新設等を行う。
・共用部分改善事業（長寿命化）　　　　　　　　２箇所　　　４０，１５０千円
　　　船岡団地外１団地において、屋根・排水設備の改修を行う。
・共用部分改善事業　　　　　　　　　　　　　　１箇所　　２４，６０７千円
　　　十市団地において、外壁・廊下等の改修を行う。
港湾関係事業の概要（港湾・海岸課）
○重要港湾改修費　　　　　　　　　　　　　　　 　１箇所   ２０９，７３８千円

　　地域の産業・生活を支える基盤作りのための整備を行う。

　　

○地方港湾改修費　　　　　　　　　　　　　　　 　６箇所   ６１２，６７７千円

　　地域の産業・生活を支える基盤作りのための整備を行う。

○港湾施設改良費   　　　　　　　　　　　　　　１３箇所   ５３１，２１２千円

　　港湾の安全利用等を確保するため、老朽化が著しい施設の補修を行う。

○港湾環境整備事業費 　　　　　　　　　 　　　　　１箇所    １８，９００千円

  港湾及び周辺環境の保全・充実を図るため、緑地等の整備を行う。
○港湾調査費　　　　　　　　　　　　        　 　２箇所   　６４，５００千円

　　港湾施設の整備を行うための事前調査及び資料作成等を行う。

○港湾単独改良費　　　　　　　　　　           　５箇所 　６０１，５７７千円

　　港湾の機能拡充や安全性の向上のための整備を行う。

〇港湾整備事業費　　　　　　　　　　           　１箇所　３５９，８００千円

　　港湾施設の整備等を行う。
○臨海土地造成事業費　　　　　　　　           　１箇所   　５０，０００千円

　　臨海部の用地造成等を行う。

海岸関係事業の概要（港湾・海岸課）

○海岸費　　　       　　　　　　     　　　　１７箇所　　１８７，８２６千円

　　海岸施設の改修や県単独改良工事を行う（陸こう閉鎖、養浜等）。

○耕地海岸保全費　　　　　　　　           　 　４箇所　　１１１，３２５千円

　　耕地海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（堤体補強等）。

○漁港海岸保全費　　　　　　　　        　 　 ７箇所   １，２８２,２６９千円

　　漁港海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工

事を行う（護岸・堤防改良等）。

○河川海岸保全費　　　　　　　           　　 １４箇所　　７３１，６８４千円

　　河川海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（離岸堤新設、堤体補強等）。

○港湾海岸保全費　　　　　　　            　１５箇所  １，１３７，６０２千円

　　港湾海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（防潮堤工等）。

